
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．保険者に対する助言等について 



（１） 広域化等支援方針の策定について 
 
（２） 収納率向上に向けた取組 
 
（３） ジェネリック医薬品の使用促進について 
 
（４） 国民年金との連携について 
 
 
  



１．平成２２年の国民健康保険法の改正により、市町村国保の事業運営の都道府県単位化を進め

るための環境整備として、新たに都道府県の判断により「広域化等支援方針」の策定が可能と

なった。 
 

２．現在新たな高齢者医療制度の仕組みや市町村国保の財政運営の都道府県単位化の検討が
なされているため、当面、平成２４年度までに取り組むべきものを中心に定めるよう要請している
ところ、平成２３年９月末までに４６都道府県において策定されている。 

 

３．法律上、市町村は広域化等支援方針を尊重するよう努めることとされており、都道府県は広域
化等支援方針の実施のため、市町村に報告を求め、又は助言、勧告ができる。既に策定した都
道府県は、広域化等支援方針を活用した効果的な助言、指導を積極的に行っていただきたい。 

 

４．未策定の都道府県は、地域の実情を踏まえつつ、広域化等支援方針の策定について、あらた
めて検討いただきたい。 

 

５．なお、高医療費市町村について安定化計画を策定する指定市町村制度は廃止されたが、高医
療費市町村を含む都道府県にあっては、医療費適正化の内容を含む広域化等支援方針の策定
が、法律上の努力義務となっている。 

 

６．このため、都道府県において、医療費の地域差指数を基本として、災害等に伴う医療費増等の
特別事情を勘案した上で、高医療費市町村の判断を行う必要があるが、判断の基礎となる、「市
町村別実績給付費及び基準給付費」、「年齢階層別一人当たり給付費」を連絡したので、医療費
適正化に係る助言・指導に活用していただきたい。 

（１） 広域化等支援方針の策定について 

  



○  平成２２年の国保法改正により、市町村国保の事業運営の都道府県単位化の環境整備を進めるため、都道府県が「広
域化等支援方針」を策定することが可能に。 

広域化等支援方針の策定状況 

◎ 平成２３年９月３０日現在の広域化等支援方針策定都道府県   ４６都道府県 

Ⅰ 保険財政共同安定化事業の見直し 
Ⅰ-１．保険財政共同安定化事業（対象医療費の拡大）（４） 

埼玉県・滋賀県・奈良県・佐賀県 
 

Ⅰ-２．保険財政共同安定化事業（拠出方法の変更）（８） 
青森県・埼玉県・福井県・滋賀県・京都府・大阪府・ 
奈良県・佐賀県 

 

Ⅱ 事務の共同実施 
 Ⅱ-１．保険者事務の共同実施（１４） 

青森県・山形県・栃木県・富山県・石川県・福井県・ 
岐阜県・滋賀県・京都府・兵庫県・和歌山県・鳥取県・ 

島根県・高知県              
 

 Ⅱ-２．医療費適正化の共同実施（２４） 
青森県・山形県・福島県・茨城県・富山県・石川県・ 
福井県・長野県・岐阜県・滋賀県・京都府・大阪府・ 
兵庫県・奈良県・和歌山県・鳥取県・島根県・山口県・ 

徳島県・愛媛県・高知県・佐賀県・大分県・宮崎県    
 

 Ⅱ-３．収納対策の共同実施（１７） 
北海道・青森県・宮城県・山形県・茨城県・石川県・ 
福井県・長野県・岐阜県・滋賀県・京都府・大阪府・ 
兵庫県・奈良県・和歌山県・鳥取県・宮崎県 

 

   

    
  
  

 

Ⅱ-４．保健事業の共同実施（１５） 
青森県・山形県・福島県・茨城県・石川県・福井県・ 
岐阜県・滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・奈良県・ 
和歌山県・山口県・福岡県 

 

Ⅲ 広域化のための財政支援等 
Ⅲ-１．都道府県調整交付金（２１） 

北海道・青森県・宮城県・秋田県・山形県・埼玉県 
富山県・福井県・山梨県・岐阜県・三重県・滋賀県・ 
京都府・大阪府・兵庫県・和歌山県・鳥取県・島根県・    
愛媛県・佐賀県・沖縄県 

  

Ⅲ-2．広域化等支援基金（１４） 
北海道・青森県・埼玉県・千葉県・福井県・岐阜県・ 
三重県・滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・和歌山県・ 
愛媛県・佐賀県 

 

Ⅲ-３．保険者規模別収納率目標（４６） 
策定した４６都道府県 

 

Ⅲ-４．赤字解消の目標年次（２） 
兵庫県・愛媛県 

 

Ⅲ-５．標準的な保険料算定方式（３） 
福島県・埼玉県・佐賀県 

 

Ⅲ-６．標準的な応益割合（６） 
青森県・秋田県・福島県・埼玉県・京都府・香川県  ※ 未策定の都道府県  新潟県 



  対象医療費  拠出割合  
実施時
期  

県調整交付金による対応  見直し規定  

埼玉県  
10万円超に引下げ 

（26年度から5万円超） 

実績割    ４０％  
被保険者割 ３０％  
所得割    ３０％  

24年度 拠出超過の負担軽減措置として補填   

滋賀県  20万円超に引下げ 
実績割    ５０％  
被保険者割 ３０％  
所得割    ２０％  

23年度 激変緩和策として必要な対応   

奈良県 20万円超に引下げ  
実績割    ４０％ 
被保険者割  ６０％ 

24年度 
現行条件で拠出超過保険者のうち、事業拡充
で拠出負担増となる保険者に補填 

数年の期間における事業
拡充の影響を評価し、見
直しを行う 

佐賀県  20万円超に引下げ  
実績割    ５０％  
被保険者割 ２５％  
所得割    ２５％  

23年度 拠出額超過分が一定以上の市町に対して支援   

青森県  変更なし  
実績割   ４０％  
被保険者割 ５５％  
所得割    ５％  

23年度  
拠出超過額が一定率以上にならないよう交付
金で調整 

対象医療費の拡大と実績
割の減少の方向で見直し
を検討 

福井県  変更なし  
実績割    ４５％  
被保険者割 ４５％  
所得割    １０％  

24年度  拠出超過保険者に対して負担軽減措置    

京都府  変更なし  

実績割    ４０％  
被保険者割 ４０％  
所得割    ２０％  

  

23年度 

府調整交付金と新たな無利子貸付金制度によ
り、２４年度までの激変緩和措置 
 

２３年度：拠出増加額の１／２府調整交付 
          金交付、１／２無利子貸付  
２４年度：拠出増加額の１／２無利子貸付  

対象医療費の引き下げ、
所得割の増加の方向で引
き続き検討 

大阪府  変更なし  
実績割    ２５％  
被保険者割 ５０％  
所得割    ２５％  

23年度 府調整交付金を活用して激変緩和措置 必要に応じて見直し 

保険財政共同安定化事業の見直しの状況 



  

市町村国保における１件当たり医療費階層別の医療費総額 

出所：「平成21年度 医療給付実態調査」（厚生労働省） 
※市町村国保(退職を除く）における、入院、食事・生活療養、入院外、歯科、調剤に係る医療費の総額（平成21年度実績ベース）。 
 

3兆8,900億円 （39.8％） 

5兆1,400 億円（52.7%） 

3兆8,900億円 
39.8％（30万円以上） 

5兆8,800 億円 
60.2％（30万円未満） 

4,200億円 （4.3％） 
3,200億円 （3.2％） 

レセプト１件当たり医療費階層 
（入院は食事等を含む） 

30万円以上 

20～30万円 
10～20万円 

～10万円 

9兆7,700億円   (100.0%) 
 




